
医療に関する広告規制について

資料 ２



１．医療広告規制の見直しについて
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チーム医療や医師の働き方改革として実施する業務内容の広告について

対応方針（案）

〇 チーム医療や医師の働き方改革推進の観点から、医療機関でのタスク・シフティングを進めていくことは重要であり、
医師の勤務時間上限規制が適用される2024年に向けて、他の医療従事者等を活用するための対応を進めることが
求められている。
〇 医療機関における医師から他の医療従事者等へのタスク・シフティング等を実効性を持って進めていくためには、タ
スク・シフティングとして実施している業務内容等について情報提供することにより、患者と理解を共有するとともに
医療機関選択のために活用されることが重要である。

１．背景

〇 医療機関がチーム医療や医師の働き方改革を着実に進めるため、医師からのタスク・シフティングとして特定行為
を手順書により行う看護師が特定行為を実施している場合に、その業務内容を広告可能としてはどうか。

〇 ただし、業務内容に関連する事項として、チーム医療や医師の働き方改革を推進している旨を併記する場合に
限るとしてはどうか。 また、特定行為を手順書により行う看護師である旨、特定行為区分等に関する記載、氏名も
広告して差し支えない（特定行為区分については、実施している区分に限って広告することが望ましい）としてはど
うか。

実施している
業務内容の例

〇 外科病棟における術後患者の管理業務
〇 手術室における麻酔管理関連業務 等

【外科病棟における術後患者の管理業務】
・ 創傷管理関連
・ 創部ドレーン管理関連
・ 感染に係る薬剤投与関連

【手術室における周術期の麻酔管理関連業務】
・ 呼吸器（人工呼吸療法に係るもの）関連
・ 動脈血液ガス分析関連
・ 術後疼痛管理関連

業務内容に関する
特定行為区分の例

等
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※ 特定行為を手順書により行う看護師については、法令に基づき客観性が担保された制度として運用されており、当該看護師の活動によ
り、患者に対するきめ細かなケアによる医療の質の向上、医療従事者の長時間労働の削減等の効果が見込まれていることから、特定行
為を手順書により行う看護師が適切な役割を果たし、チーム医療や医師の働き方改革を推進することが強く期待されている。



① 医師又は歯科医師である旨
② 診療科名
③ 名称、電話番号、所在の場所を表示する事項、管理者の氏名
④ 診療日又は診療時間、予約による診療の実施の有無
⑤ 法令の規定に基づき一定の医療を担うものとして指定を受けた病院等（例：特定機能病院）
⑥ 医療法第５条の２第１項の認定を受けた医師である場合には、その旨
⑦ 地域医療連携推進法人の参加病院等である旨
⑧ 病院等における施設、設備に関する事項、従業者の人員配置
⑨ 医師等の医療従事者の氏名、年齢、性別、役職及び略歴、厚生労働大臣が定めた
医師等の専門性に関する資格名

⑩ 医療相談、医療安全、個人情報の適正な取扱いを確保するための措置、
病院等の管理又は運営に関する事項

⑪ 紹介可能な他の医療機関等の名称、共同で利用する施設又は医療機器等の
他の医療機関との連携に関すること

⑫ ホームページアドレス、入院診療計画等の医療に関する情報提供に関する内容等
⑬ 病院等において提供される医療の内容に関する事項※１

⑭ 手術、分娩件数、平均入院日数、平均患者数等、医療に関する適切な選択に資するもの
として厚生労働大臣が定める事項

⑮ その他①～⑭に準ずるものとして厚生労働大臣が定めるもの※２

（医療法第６条の５第３項各号、医療法第６条の５第３項及び第６条の７第３項の規定に基づく、医業、歯科医業若しくは助産師の業
務又は病院、診療所若しくは助産所に関して広告することができる事項（平成１９年厚生労働省告示第１０８号）（広告告示）、医療広
告ガイドラインより作成）

広告可能な事項について広告可能な事項について

※１ 検査、手術、治療方法については、保険診療、評価療養、患者申出療養及び選定療養、分娩、自由診療のうち、保険診療等と同一の検査等、自由診療
のうち、医薬品医療機器等法の承認等を得た医薬品等を用いる検査等

※２ 健康検査の実施、予防接種の実施、外部監査を受けている旨等
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医療広告規制の見直し（案）

現行 改正案
第５広告可能な事項について
４ 広告可能な事項の具体的な内容
（1）～（13）（略）
（14）法６条の５第３項第14号関係
ア～タ（略）

関連連記載なし

第５広告可能な事項について
４ 広告可能な事項の具体的な内容
（1）～（14）（略）
（15）特定行為を手順書により行う看護師が実施している業務
の内容（法６条の５第３項第15号関係）
ア～チ（略）
ツ 広告告示第４条第19号関係

本号の規定により、特定行為を手順書により行う看護師が医療
機関において実施している業務の内容について広告可能であるが、
業務の内容に関連する事項として、チーム医療や医師の働き方改
革を推進している旨を併記する場合に限るものとする。また、特定
行為を手順書により行う看護師である旨、特定行為区分等に関す
る記載、氏名も広告して差し支えない（特定行為区分については、
実施している業務の内容に関する特定行為区分に限って広告する
ことが望ましい）。

※ 医師少数区域等で勤務した医師の項目を追加することにより、現行医療広告ガイドラインの第５の４の（６）から（14）は、それぞれ、第５の４の（７）から（15）に繰り下がる。また、機能評価係
数IIに係る記載場所を整備することにより、第５の４の（14）法６条の５第３項第14号関係のコからタは、それぞれ、第５の４の（15）法６条の５の第３項第15号関係のサからチに繰り下がる。

〇 医療法第六条の五第一項及び第六条の七第一項の規定に基づく医業、歯科医業若しくは助産師の業務又は病
院、診療所若しくは助産所に関して広告することができる事項（平成19 年厚生労働省告示第108 号）

現行 改正案
第四条 法第六条の五第三項第十四号に規定
する厚生労働大臣の定める事項は、次のとおりと
する。
一～十八（略）
十九 前各号に定めるもののほか、都道府県知

事の定める事項

第四条 法第六条の五第三項第十五号に規定する厚生労働大
臣の定める事項は、次のとおりとする。
一～十八（略）
十九 特定行為を手順書により行う看護師が実施している業務

の内容
二十 前各号に定めるもののほか、都道府県知事の定める事項

〇 医業若しくは歯科医業又は病院若しくは診療所に関する広告等に関する指針（医療広告ガイドライン）
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特定行為に係る研修制度の概要

制度創設の経緯
○ 2025年に向けて、さらなる在宅医療等の推進を図るため、手順書により診
療の補助を行う看護師を計画的に養成し、確保するため、「地域における医療
および介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法
律」において、その行為を特定し、手順書によりそれを実施する場合の「特定
行為に係る看護師の研修制度」を創設（平成27年10月）した。

特定行為研修の修了
○ 厚生労働大臣が指定する指定研修機関において、厚生労働省令で定め
る基準に適合する研修を修了したと認めるとき、指定研修機関から看護師に
特定行為研修修了証が交付される。特定行為研修修了証には、修了した特
定行為区分が記載される。

特定行為研修修了者の名簿
○ 特定行為研修修了者の名簿については、指定研修機関を会員とする「看
護師の特定行為に係る指定研修機関連絡会」で管理・公表されている。



参考資料
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４．特定行為の流れ

特定行為に係る看護師の研修制度の概要

１．経過

○ 2025年に向けて、さらなる在宅医療等の推進を図っていくためには、個別に熟練した看護師のみでは足りず、医師又は歯科医師の判
断を待たずに、手順書により、 一定の診療の補助を行う看護師を養成し、確保していく必要がある。
学習内容を標準化することにより、今後の在宅医療等を支えていく看護師を計画的に養成していくため、「地域における医療および介
護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」において、その行為を特定し、手順書によりそれを実施する場
合の研修制度を創設（平成27年10月）した。

○ 医道審議会保健師助産師看護師分科会看護師特定行為・研修部会において、本制度の施行状況の評価等も合わせ研修内容等に
ついて審議された。取りまとめられた意見を踏まえ見直しが行われ、平成31年4月に研修の内容及び時間数を変更し、また在宅・慢性
期領域、外科術後病棟管理領域、術中麻酔管理領域において、それぞれ実施頻度が高い特定行為をパッケージ化し研修することを可
能としたことで、更なる制度の普及を図る。

病状の範囲内

手順書で
予め指示

病状の範囲
を確認

病状の範囲外

医師又は歯科医師
に結果報告

医師又は歯科医師に意見を求める

特定行為

医師又は歯科医師 特定行為を実施

研修を修了した看護師

３．特定行為研修の実施体制等

○厚生労働大臣が指定する指定研修機関に
おいて、協力施設と連携して研修を実施

○研修は講義、演習及び実習によって実施
共通科目250時間
各区分別科目5～34時間+実習各5～10例

２．特定行為及び特定行為区分(38行為21区分)、領域別パッケージ研修(5領域)

特定行為区分 （例） 特定行為 （例）

呼吸器（気道確保に係る
もの）関連

経口用気管チューブ又は経鼻用

気管チューブの位置の調整

呼吸器（人工呼吸療法に
係るもの）関連

侵襲的陽圧換気の設定の変更

非侵襲的陽圧換気の設定の変更

人工呼吸管理がなされている者に

対する鎮静薬の投与量の調整

人工呼吸器からの離脱

呼吸器（長期呼吸療法に
係るもの）関連

気管カニューレの交換

・・・ ・・・

領域別パッケージ研修（5領域）

• 在宅・慢性期領域(4区分4行為）

• 外科術後病棟管理領域（12区分15行為）

• 術中麻酔管理領域（6区分8行為）

• 救急領域（5区分9行為）

• 外科系基本領域（7区分7行為）

指定研修
機関

実習施設

講義・演習等を受講

実習

看護師

実習評価

指導体制の確認
評価基準の提示
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保健師助産師看護師法（抄）
（昭和23年法律第203号）（平成27年10月1日施行）

第三十七条の二 特定行為を手順書により行う看護師は、指定研修機関において、当該特定行為の特定行為区分に係る特定行為研修を受けな
ければならない。

２ この条、次条及び第四十二条の四において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一 特定行為 診療の補助であつて、看護師が手順書により行う場合には、実践的な理解力、思考力及び判断力並びに高度かつ専門的な知
識及び技能が特に必要とされるものとして厚生労働省令で定めるものをいう。

二 手順書 医師又は歯科医師が看護師に診療の補助を行わせるためにその指示として厚生労働省令で定めるところにより作成する文書又
は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機によ
る情報処理の用に供されるものをいう。）であつて、看護師に診療の補助を行わせる患者の病状の範囲及び診療の補助の内容その他の厚
生労働省令で定める事項が定められているものをいう。

三 特定行為区分 特定行為の区分であつて、厚生労働省令で定めるものをいう。

四 特定行為研修 看護師が手順書により特定行為を行う場合に特に必要とされる実践的な理解力、思考力及び判断力並びに高度かつ専門
的な知識及び技能の向上を図るための研修であつて、特定行為区分ごとに厚生労働省令で定める基準に適合するものをいう。

五 指定研修機関 一又は二以上の特定行為区分に係る特定行為研修を行う学校、病院その他の者であつて、厚生労働大臣が指定するもの
をいう。

３ 厚生労働大臣は、前項第一号及び第四号の厚生労働省令を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、医道審議会の意見を聴か
なければならない。
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保健師助産師看護師法第三十七条の二第二項第一号に規定する特定行為及び同項第四
号に規定する特定行為研修に関する省令 （抄）

（厚生労働省令第33号） （平成27年3月13日施行 改正 平成31年 4月26日）

（特定行為研修の修了）

第十五条特定行為研修管理委員会は、特定行為研修の修了に際し、特定行為研修に関する当該看護師の評価を行い、指定研修機関に対し、当

該看護師の評価を報告しなければならない。

２ 指定研修機関は、前項の評価に基づき、特定行為研修を受けている看護師が特定行為研修を修了したと認めるときは、速やかに、当該看護

師に対して、当該看護師に関する次に掲げる事項を記載した特定行為研修修了証を交付しなければならない。

一～四 （略）

３ 指定研修機関は、前項の規定により特定行為研修修了証を交付したときは、当該交付の日から起算して一月以内に、特定行為研修を修了し

た看護師に関する前項各号に掲げる事項を記載した報告書を厚生労働大臣に提出しなければならない。



特定行為及び特定行為区分（３８行為２１区分）
特定行為区分 特定行為

呼吸器（気道確保に係るもの）
関連

経口用気管チューブ又は経鼻用気管チューブの

位置の調整

呼吸器（人工呼吸療法に係る
もの）関連

侵襲的陽圧換気の設定の変更

非侵襲的陽圧換気の設定の変更

人工呼吸管理がなされている者に対する鎮静薬

の投与量の調整

人工呼吸器からの離脱

呼吸器（長期呼吸療法に係る
もの）関連

気管カニューレの交換

循環器関連

一時的ペースメーカの操作及び管理

一時的ペースメーカリードの抜去

経皮的心肺補助装置の操作及び管理

大動脈内バルーンパンピングからの離脱を行うとき

の補助の頻度の調整

心嚢ドレーン管理関連 心嚢ドレーンの抜去

胸腔ドレーン管理関連

低圧胸腔内持続吸引器の吸引圧の設定及び設

定の変更

胸腔ドレーンの抜去

腹腔ドレーン管理関連
腹腔ドレーンの抜去（腹腔内に留置された穿刺針

の抜針を含む。）

ろう孔管理関連

胃ろうカテーテル若しくは腸ろうカテーテル又は胃

ろうボタンの交換

膀胱ろうカテーテルの交換

栄養に係るカテーテル管理
（中心静脈カテーテル管理）関
連

中心静脈カテーテルの抜去

栄養に係るカテーテル管理
（末梢留置型中心静脈注射用
カテーテル管理）関連

末梢留置型中心静脈注射用カテーテルの挿入

特定行為区分 特定行為

創傷管理関連

褥(じょく)瘡(そう)又は慢性創傷の治療における血流

のない壊死組織の除去

創傷に対する陰圧閉鎖療法

創部ドレーン管理関連 創部ドレーンの抜去

動脈血液ガス分析関連
直接動脈穿刺法による採血

橈骨動脈ラインの確保

透析管理関連
急性血液浄化療法における血液透析器又は血液

透析濾過器の操作及び管理

栄養及び水分管理に係る薬剤
投与関連

持続点滴中の高カロリー輸液の投与量の調整

脱水症状に対する輸液による補正

感染に係る薬剤投与関連 感染徴候がある者に対する薬剤の臨時の投与

血糖コントロールに係る薬剤投
与関連

インスリンの投与量の調整

術後疼痛管理関連
硬膜外カテーテルによる鎮痛剤の投与及び投与量

の調整

循環動態に係る薬剤投与関
連

持続点滴中のカテコラミンの投与量の調整

持続点滴中のナトリウム、カリウム又はクロールの投

与量の調整

持続点滴中の降圧剤の投与量の調整

持続点滴中の糖質輸液又は電解質輸液の投与量

の調整

持続点滴中の利尿剤の投与量の調整

精神及び神経症状に係る薬剤
投与関連

抗けいれん剤の臨時の投与

抗精神病薬の臨時の投与

抗不安薬の臨時の投与

皮膚損傷に係る薬剤投与関
連

抗癌剤その他の薬剤が血管外に漏出したときのス

テロイド薬の局所注射及び投与量の調整
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■研修修了者数の推移

14 21 28
39

54
69

87

113
134

191

222

0

50

100

150

200

250 定員数2,531人

■指定研修機関数の推移

特定行為に係る看護師の研修制度
指定研修機関数・研修修了者の推移

○特定行為研修を行う指定研修機関は、年々増加しており令和2年8月現在で222機関である。これらの指定研修機関が
年間あたり受け入れ可能な人数（定員数）は2,531人（令和2年8月現在）となっている。

○特定行為研修の修了者数は、年々増加しており令和２年７月現在で2,646名である。

（機関
数）

（人）
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特定行為研修修了者の活動による効果①

（研究方法）
デザイン：カルテによる後ろ向き調査
調査項目：病棟管理（平均在院日数、指示出し時間、指示回数、病棟看護師残業時間）、

手術件数、外科入院総収入
調査期間：特定行為研修修了者配置前 2016年４～７月

特定行為研修修了者配置後 2018年４～７月
調査施設：148床の二次救急拠点病院
修了者の配置：消化器外科に3名特定行為研修修了者（21区分全て修了）を配置

※シフト制により病棟管理・救急外来・処置、手術室対応を行う

（研究結果）

特定行為研修修了者の配置前に比べ、配置後に医師による1週間あたりの指示回数が
有意に減少。また、医師による夜間帯（19時以降）の指示回数が有意に減少。
病棟看護師の月平均残業時間も有意に減少。

配置前 配置後 P値

医師による
平均指示回数

692回/週 200回/週 < 0.05

19時以降の医師
の平均指示出回数

77回/月 21回/月 < 0.05

病棟看護師の
月平均残業時間

401.75時間/
月

233.25時間/月 < 0.05

（考察：有意に減少した理由）

研修修了者が医師による事前の包括的
指示に基づき対応することが可能とな
り、医師の指示をその都度依頼する必要
がなくなったため、医師による指示回数
が減少したと考えられる。

特に抗生剤投与等をタイムリーに実施で
きている。（修了者へのヒアリングより）

【出典】令和元年度厚生労働科学研究費補助金 看護師の特定行為の修了者の活用に際しての方策に関する研究 研究代表者：真田弘美 中間報告
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特定行為研修修了者の活動による効果②
（研究方法）

デザイン：後ろ向き調査及び研修修了者へのヒアリング

調査項目：出退勤時刻に基づいた医師の年間勤務時間

調査期間：特定行為研修修了者配置前 2016年度
特定行為研修修了者配置後 2017年・2018年度

調査施設：特定機能病院（500床以上）
修了者の配置：心臓血管外科に２名の

特定行為研修修了者（21区分修了）を配置

（研究結果）

特定行為研修修了者の配置前と比べ、

配置後に医師の年間平均勤務時間が有意に短縮。

配置前 配置後 P値

医師一人あたりの
年間平均勤務時間

2390.7時間
（SD:321.2）

1944.9時間
(SD:623.2)

0.008

研修修了者の活動内容

◆病棟管理を主とし、それまで医師が実施していた外来との調整
や入院のベッドコントロールを実施
◆医師不在時は、病棟看護師からの相談・報告を受けて、医師の
包括指示の範囲内で対処
◆修了者２名で、１か月間で28の特定行為を計281件実施
＜実施内容＞
術前の患者管理（検査・他科依頼・麻酔科外来）、心臓血管外科外
来、病棟回診・処置の介助、Nsと修了者との合同カンファレンス、
ICUでの術後管理（人工呼吸器管理など）、CV抜去やPICC挿入、輸
液量の調整など

特定行為 実施件数

経口用気管チューブ又は経鼻用気管チューブの位置の調整 ５

侵襲的陽圧換気の設定の変更 ２０

非侵襲的陽圧換気の設定の変更 ３

人工呼吸管理がなされている者に対する鎮静薬の投与量の調整 １０

人工呼吸器からの離脱 ５

気管カニューレの交換 ５

一時的ペースメーカの操作及び管理 １１

一時的ペースメーカリードの抜去 ９

経皮的心肺補助装置の操作及び管理 ５

大動脈内バルーンパンピングからの離脱を行うときの補助の頻度の調整 １

心囊ドレーンの抜去 １１

低圧胸腔内持続吸引器の吸引圧の設定及びその変更 １１

胸腔ドレーンの抜去 １２

中心静脈カテーテルの抜去 １１

末梢留置型中心静脈注射用カテーテルの挿入 ８

褥瘡または慢性創傷の治療における血流のない壊死組織の除去 ２

創傷に対する陰圧閉鎖療法 １８

創部ドレーンの抜去 ７

直接動脈穿刺法による採血 ２３

持続点滴中の高カロリー輸液の投与量の調整 ７

脱水症状に対する輸液による補正 ２０

感染徴候がある者に対する薬剤の臨時の投与 ４

インスリンの投与量の調整 ５

持続点滴中のカテコラミンの投与量の調整 ２０

持続点滴中のナトリウム、カリウム又はクロールの投与量の調整 １３

持続点滴中の降圧剤の投与量の調整 ２２

持続点滴中の糖質輸液又は電解質輸液の投与量の調整 １０

持続点滴中の利尿剤の投与量の調整 ３

＜ヒアリング前1か月間で実施した特定行為＞

【出典】令和元年度厚生労働科学研究費補助金 看護師の特定行為の修了者の活用に際しての方策に関する研究 研究代表者：真田弘美 中間報告 13



医療従事者の勤務環境改善の取組の推進医療従事者の勤務環境改善の取組の推進

令和２年度診療報酬改定 Ⅰ－２ 医師等の長時間労働などの厳しい勤務環境を改善する取組の評価 －② （一部改変）

医療従事者の勤務環境の改善に関する取組が推進されるよう、総合入院体制加算の要件である「医療従
事者の負担の軽減及び処遇の改善に関する計画」の内容及び項目数を見直す。

「医療従事者の負担の軽減及び処遇の改善に関する計画」の見直し「医療従事者の負担の軽減及び処遇の改善に関する計画」の見直し

現行

【総合入院体制加算】

［施設基準］

病院の医療従事者の負担軽減及び処遇の改善に資する体制とし
て、次の体制を整備していること

ア～ウ、オ （略）

エ 「医療従事者の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画」には次
に掲げる項目のうち少なくとも２項目以上を含んでいること。

（イ） 外来診療時間の短縮、地域の他の保険医療機関との連携などの
外来縮小の取組（許可病床数 400床以上の病院は必ず含むこと）

（ロ） 院内保育所の設置（夜間帯の保育や病児保育を含むことが望ま
しい）

（ハ） 医師事務作業補助者の配置による病院勤務医の事務作業の負
担軽減

（ニ） 病院勤務医の時間外・休日・深夜の対応の負担軽減及び処遇改
善

（ホ） 看護補助者の配置による看護職員の負担軽減

改定後

【総合入院体制加算】

［施設基準］

病院の医療従事者の負担軽減及び処遇の改善に資する体制とし
て、次の体制を整備していること

ア～ウ、オ （略）

エ 「医療従事者の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画」には次
に掲げる項目のうち少なくとも３項目以上を含んでいること。

（イ） 外来診療時間の短縮、地域の他の保険医療機関との連携などの
外来縮小の取組（許可病床数 400床以上の病院は必ず含むこと）

（ロ） 院内保育所の設置（夜間帯の保育や病児保育を含むことが望ま
しい）

（ハ） 医師事務作業補助者の配置による医師の事務作業の負担軽減

（ニ） 医師の時間外・休日・深夜の対応の負担軽減及び処遇改善

（ホ） 特定行為研修修了者である看護師の複数名配置及び活用によ
る医師の負担軽減

（ヘ） 院内助産又は助産師外来の開設による医師の負担軽減

（ト） 看護補助者の配置による看護職員の負担軽減
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麻酔科領域における医師の働き方改革の推進麻酔科領域における医師の働き方改革の推進

麻酔を担当する医師の一部の行為を、適切な研修（特定行為研修）を修了した看護師が実施し
ても算定できるよう見直す。

麻酔前後の診察について、当該保険医療機関の常勤の麻酔科標榜医が実施した場合につい
ても算定できるよう見直す。

現行

【麻酔管理料（Ⅱ）】

［算定要件］

• 厚生労働大臣が定める施設基準に適
合している麻酔科を標榜する保険医療
機関において、当該保険医療機関の
常勤の麻酔科標榜医の指導の下に、
麻酔を担当する医師が麻酔前後の診
察を行い、硬膜外麻酔、脊椎麻酔又は
マスク又は気管内挿管による閉鎖循環
式全身麻酔を行った場合に算定する。

改定後

【麻酔管理料（Ⅱ）】

［算定要件］

• 厚生労働大臣が定める施設基準に適合している麻酔科を標榜する保険医療機関において、当該保
険医療機関において常態として週３日以上かつ週22時間以上の勤務を行っている医師であって、
当該保険医療機関の常勤の麻酔科標榜医の指導の下に、麻酔を担当するもの（担当医師）又は当
該保険医療機関の常勤の麻酔科標榜医が麻酔前後の診察を行い、担当医師が、硬膜外麻酔、脊
椎麻酔又はマスク又は気管内挿管による閉鎖循環式全身麻酔を行った場合に算定する。

• 麻酔前後の診察を麻酔科標榜医が行った場合、当該麻酔科標榜医は、診察の内容を担当医師に
共有すること。

• 担当医師が実施する一部の行為を、麻酔中の患者の看護に係る適切な研修を修了した常勤看護
師が実施しても差し支えないものとする。また、この場合において、麻酔前後の診察の内容を当該
看護師に共有すること。

［施設基準］（新設）

• 担当医師が実施する一部の行為を、麻酔中の患者の看護に係る適切な研修（※）を修了した常勤
看護師が実施する場合にあっては、当該研修を修了した常勤看護師が１名以上配置されているこ
と。
※ 保健師助産師看護師法第37条の２第２項第５号の規定による指定研修機関において行われる麻酔中の患者の看護に係る研
修

• 上記の場合にあっては、麻酔科標榜医又は麻酔を担当する当該医師と連携することが可能な体制
が確保されていること。

麻酔管理料（Ⅱ）の見直し麻酔管理料（Ⅱ）の見直し

令和２年度診療報酬改定 Ⅰ－３ タスク・シェアリング／タスク・シフティングのためのチーム医療等の推進 －②
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２．新型コロナウイルス感染症を踏まえた
広告規制への対応について（報告）

16
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新型コロナウイルス感染症を踏まえた対応（報告）

〇 新型コロナウイルス感染症のまん延に伴い、医療機関で感染する可能性を危惧することによって、必要以上に患
者の受診抑制が起きており、必要な医療を受ける機会を失っている可能性があるとの指摘もある。
〇 その対応として、感染防止への取り組みがわかる何らかのマーク等を医療機関等が掲示することについて、日本
医師会及び日本歯科医師会が作成した業種別ガイドライン及びチェックリストに基づき、医師会員以外も含め、医
療機関等が業種別ガイドラインの遵守状況を自主的に確認したうえで、日本医師会又は日本歯科医師会が個別
の医療機関等の認証マーク（みんなで安心マーク）を発行、認証医療機関等の一覧を公表する取組を行ってい
る。

１．背景

〇 医療広告については、患者等の利用者保護の観点から制限されているところ、新型コロナウイルス感染症を踏
まえ、国民の医療機関等による感染拡大防止の取組に対する理解を促進し、適切な受診を行うことに資するよう、
医療機関等に適用される医療広告規制について対応を行った。

対応の
目的

令和２年８月６日付け事務連絡「新型コロナウイルス感染症を踏まえた医業若しくは歯科医業又は病院若しくは
診療所に関する広告の取扱いについて」（抜粋）

医療機関等の管理者が、業種別ガイドライン（国の新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針に従い業種ごとに業界団体
が策定したものに限る。）を遵守するための措置を講じており、かつ以下１の要件を満たす場合には、法第６条の５第３項第 10 
号（※１）に定める医療の安全を確保するための措置に該当するものとして、当該医療機関等が新型コロナウイルス感染症防止
対策を強化している旨が広告可能である。 （※１）患者又はその家族からの医療に関する相談に応ずるための措置、医療の安全を確保するための措置、個人情

報の適正な取扱いを確保するための措置その他の当該病院又は診療所の管理又は運営に関する事項



【参考】必要な受診や健診・予防接種を呼びかける広報
新型コロナウイルス感染症への心配から受診や健診・予防接種を控え、健康への悪影響が懸念される状況

を踏まえ、医療機関における感染防止の取組を周知するとともに、かかりつけ医・かかりつけ歯科医・自治体に相
談して、必要な受診や健診・予防接種を行うよう呼びかけ。

①医療機関における感染防止対策の周知

②患者への受診促進等の呼びかけ

③健診や予防接種の促進の広報

・日本医師会や日本歯科医師会の
「みんなで安心マーク」により、
医療機関の感染防止の取組への理
解を促進。

・政府広報（テレビ・新聞・インター
ネット等）で医療機関の感染防止の取組
を周知し、必要な受診・健診・予防接種
を行うよう呼びかけ。

・健診や予防接種の促進を図るため、厚生労働省
ホームページにリーフレットを掲載し、地方自
治体を通じて広報を実施。
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